
個人用火災総合保険
2021年1月改定に関するご案内

2019年10月1日以降保険始期用

いつも共栄火災の火災保険をご利用いただきありがとうございます。

さて、2019年度に火災保険の参考純率（※）が改定されたことおよびこれまでの保険金支払実績等を踏まえ、

共栄火災では2021年1月以降保険始期の個人用火災総合保険のご契約について、保険料の改定をはじめとする商

品改定を実施することといたしましたので、その概要についてご案内いたします。

この商品改定により保険料や補償内容の一部が変更となる可能性もございますので、ご継続のお手続きの際には、

今一度ご契約内容をご確認いただきますようお願い申し上げます。

今後とも共栄火災の火災保険をご愛顧いただけますよう、よろしくお願い申し上げます。

１．保険料の改定

（２）その他の保険料に関する改定

（１）のほか、次の改定を実施いたします。

・2019年10月から建物の建築年に応じた保険料制度を導入していますが、その水準を見直します。

・家財の保険料は、現在は構造（Ｍ構造・Ｔ構造・Ｈ構造）別かつ都道府県別で区分していますが、

保険金の支払実績等を踏まえ、改定後は耐火（Ｍ構造およびＴ構造）・非耐火（Ｈ構造）別かつ

全国一律の区分といたします。地域・構造によっては保険料が引き上げとなりますが、何卒

ご理解くださいますようお願い申し上げます。

・保険期間６年以上の長期契約の保険料水準を見直します。

（１）自然災害の多発による保険金支払の増加等を踏まえた保険料の見直し

近年、豪雨や台風などの自然災害が多発し、その被害が甚大となる傾向が続いています。

共栄火災ではこのような状況を踏まえ、2021年1月に個人用火災総合保険の保険料を改定いたします。

改定後の保険料は、都道府県・建物の構造等によって引上げ・引下げとなる場合があります。

2021年1月以降保険始期用

（※）参考純率とは？

｢損害保険料率算出団体に関する法律｣に基づき設立された中立機関である損害保険料率算出機構が参考値と

して各保険会社に提供している保険純率（保険料のうち保険金に充当する部分）であり、共栄火災を含む会員

損保会社の提供データを基に算出されていることから精度が高く、共栄火災をはじめとする多くの会員損保会

社が自社の火災保険の保険料を算出する際の参考としています。この参考純率の改定を損害保険料率算出機構

が2019年10月に届出したことから、共栄火災も改定後の参考純率をベースに保険料の改定を実施いたします。

裏面に続きます

「【火災保険】参考純率改定のご案内（損害保険料率算出機構作成）」より抜粋
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今回改定で基にした自然災害の保険統計データの対象期間
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＜主な風水災等による年度別保険金支払額＞

・・・・

前回改定で基にした自然災害の
保険統計データの対象期間

4,101

406

2,166

228

1,855

15,695

平成26年2月雪害：
3.224億円

台風15号：
1,642億円
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西日本豪雨： 1,956億円
台風21号： 1兆678億円
台風24号： 3,061億円

（出典）

グラフ中の支払保険金
は火災保険のほか、新
種、自動車、海上保険
による支払を含む数値
であり、「日本の損害保
険ファクトブック2019」

（一般社団法人日本損
害保険協会）による。
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ご
注
意

 このご案内は「個人用火災総合保険の改定」の概要をご説明したものです。
 ご契約の際には、必ず「重要事項説明書」をお読みください。ご不明な点につきましては、取扱代理店または共栄火災

にお問い合わせください。

本社／〒105-8604 東京都港区新橋1-18-6

ホームページ https://www.kyoeikasai.co.jp/

お問い合わせ先

PB017800（21.01）
B20-0983-20210820

（３）地震保険のご案内
火災保険だけでは地震・噴火またはこれらによる津波を原因とする損害を補償することができません。

地震保険は火災保険とセットでの契約となりますので、建物・家財についてご加入をご検討ください。
※地震保険の保険料には、建物・家財セット割引は適用されません。

（２）水災補償のご案内
近年、豪雨などによる水災が多発しており、建物や家財の被害が甚大化する傾向にあります。

万一に備えて「水災」を補償する契約プラン（１型・２型・３型）をぜひご検討ください。

（１）家財の補償のご案内
家財は建物と別に火災保険にご加入いただかなければ、補償の対象となりません。

共栄火災の個人用火災総合保険では、建物と家財をセットでご契約いただくと家財の火災保険料が

10％割引となる「建物・家財セット割引」もあります。セットでのご契約をぜひご検討ください。

２．商品の改定

特定設備水災補償特約の新設
建物に付加された、またはその建物と同一敷地内にある下記の機械設備が水災により損害を受けた場合に、

個人用火災総合保険における損害保険金の支払条件に該当しない水災（床上浸水に至らない場合や、その損

害が価額の30％に満たない場合等）であっても、保険金をお支払いする特約を新設しました。

●お支払いする保険金

1回の事故につき、100万円を限度として損害の額をお支払いします。

●補償の対象となる機械設備の例

①空調・冷暖房設備（エアコン室外機等）、②充電・蓄電・発電設備（太陽光発電システム等）、

③給湯設備（エコキュート等）、 ④①~③の各設備に付随する配線・配管・ダクト設備、

●特約を付帯できる条件

お客様のご希望により、保険の対象に建物を含み、水災を補償対象とする契約プラン（１型・２型・

３型）のご契約に付帯することができます。

補償内容の拡充についてご案内いたします。この機会にぜひご検討ください。

その他の主な改定内容
●個人賠償責任特約において、次の改定を実施します。

・日本国内で生じた事故による電車の運行不能等に対する賠償損害を新たに補償します。

・保険証券記載の被保険者以外の被保険者（別居の未婚のお子さまなど）が居住する住宅の所有・使用・

管理に起因する賠償損害を新たに補償します。

・高額賠償に備え、保険金額2億円のプランを新たに設定します。

●賃貸住宅専用商品「すまいるリビング」において、大家さんへの補償である借家人賠償責任と修理費用を

オールリスク化（従来の火災等の事故のほか、不測かつ突発的な事故まで補償）する改定を実施します。

●施設賠償責任特約において、これまで補償対象外としていた昇降機の所有・使用・管理に起因する賠償損

害を新たに補償します。

※上記のほか「水道管修理費用保険金」を「水道管凍結損壊修理費用保険金」に名称変更する、同性パートナー

をご契約上の「配偶者」とする等の改定をあわせて実施します。


